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この記事には複数の問題があります。
改善 (https://ja.wikipedia.org/w

/index.php?title=%E5%85%AC%E6%98%8E%E5%85%9A&action=edit)やノートページでの議

論にご協力ください。

信頼性について
検証が求められています

。確認のための情報源が必要です。

（2013年10月）

正確性
に疑問が呈されています。（2013年10月）

公明党
（こうめいとう、英語: Komeito）は、日本の政党。創価学会

を支持母体としている

[2]

。略称は
公明

。

旧党名は
公明新党

（こうめいしんとう）、
公明

（こうめい）、
新党平

和
（しんとうへいわ）、

黎明クラブ
（れいめいクラブ）。
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概要

1961年、衆議院進出を目指し、「
公明政治連盟

」が結成される。1964年、「公明政治連盟」を改組し、宗教政党

[3]

「
公明党

」を創立

[4][5]

。

1969年から1970年にかけて、創価学会と公明党が自らを批判する書籍の出版・流通を阻止、妨害するために働き

かけていた（「言論出版妨害事件」）ことが一般に公になり、日本国憲法で保障されている「言論の自由」を侵すもの

として社会的批判を受けた。また、この問題の中で、創価学会と公明党との密接な関係が憲法に規定された「政教

分離原則」に反するという批判も強くなり国会でも議論されるようになった。国会での追及が公明党と創価学会を制

度的に明確に分離することを約束し、「国立戒壇」という表現は将来ともに使わないこと、「国立戒壇」を国会で議決

することを目標にしないことなどを約束、党の綱領から「王仏冥合」、「仏法民主主義」などの用語を削減するなど、

宗教色を控える方針転換を図った。また広宣流布達成のために、国政選挙の候補者などに非創価学会の候補者

を擁立したり、無所属の議員を入党させたりした。

これ以降、自由民主党と日本社会党の二大政党がしのぎを削っていた「55年体制」の中にあって、保守でも革新で

もない「中道路線」の立場をとる。1973年以降、社公民を軸とする「反自民」の「中道革新連合政権構想」を提唱した

が、1970年代後半に、地方の首長選では自公民の選挙協力を取るようになる。支持母体創価学会でも男子部、壮

年部が自公民路線を推奨したのに対し女子部、婦人部が社公民路線を推奨するなど創価学会の内部対立も生ん

でいた。一方で日本共産党とは1974年に相互不干渉を約束、「創共協定」を結ぶが1年ほどで死文化した

[6]

。

長らく中道路線を取ってきたが、1990年代には政策面で保守に近づき、自衛隊の海外派遣を認める「国際連合平

和維持活動等に対する協力に関する法律」（PKO法）制定に賛成して外交政策を転換。1993年には、非自民・非共

産連立政権である細川連立政権に参加。結党以来初めて与党の側につき、郵政大臣、労働大臣、総務庁長官、環

境庁長官などの国務大臣のポストを得た。その後、新進党の誕生による分党期（1994年12月5日 - 1998年11月7

日）や1998年の新進党解散に伴う「公明党」の再結成を経て現在へ至る。1999年からは自民党（小渕内閣）の要請

を受け、連立に参加（自自公政権）。以後15年にわたり連立を組んでいる（自公保・自公連立政権）。

2010年の第22回参議院議員通常選挙では比例区の得票数・獲得議員数がみんなの党を下回ったが、2013年の第

23回参議院議員通常選挙では比例区の得票数が全政党中2位に浮上するなど、現在も国会でキャスティング・

ボートを握る政党のひとつであるとされる。
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政党の英語表記は、結党時（1964年）から新進党合流時（1994年）までは「Komeito」だったが、1998年、公明党再結

成に伴い「New Komeito」に改めた。2014年9月25日、公明党結党50年を機に「Komeito」との英語表記を復活させた

[7]

。

2014年現在の党キャッチコピーは
「安定は、希望です」

。

2010年代に入り学会において池田が事実上一線を退き集団指導体制に移行したため、従来のトップダウン式の明

確な政策は打ち出していない。このため、政策は党主導で行われるようになっている。

略史

1954年

創価学会会長・戸田城聖が会に「文化部」を設置し、選挙の出馬予定者を部員に任命

[8]

。

1955年

11月 統一地方選挙に文化部の信者が出馬。

1956年

7月 第4回参議院議員通常選挙で3名が当選。

8月 戸田が『大白蓮華』に「王仏冥合論」を執筆し、創価学会の政治進出を理論づける

[8]

。

1957年

6月27日 理事長・小泉隆が参議院大阪府選挙区の第3回補欠選挙において、買収行為を行なった疑いで大

阪府警察に逮捕される。同年7月4日には渉外部長だった池田が信者に戸別訪問を指示した疑いでやはり逮

捕、起訴される。

詳細は「大阪事件_(創価学会)」を参照

1959年

6月 第5回参議院議員通常選挙で6人が当選、参議院の総議席数は9議席に。

1961年

11月27日 公明党の前身「公明政治連盟」を発足。ただし、当時の公明政治連盟はあくまでも宗教法人創価

学会の組織内にあった。

1962年

7月 第6回参議院議員通常選挙において9人が当選。参議院の議席数は15議席に。自由民主党、社会党に

次ぐ第3党となる。

1963年

1963年東京都知事選挙で、自民党が推薦する東龍太郎を支援

[8]

。

1964年

11月17日 「公明政治連盟」を改組し、「公明党」を設立。

池田が『政治と宗教』（鳳書院）を出版。「王仏冥合」の理念をベースした政治論を訴える

[8]

。

1965年

7月4日 第7回参議院議員通常選挙において11人が当選、参議院の議席数は20議席に。
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1967年

衆議院選挙直前に、池田が「憲法擁護」、「大衆福祉」、「安保の段階的解消」などを含む公明党の方針を公

表

[8]

。

1月 第31回衆議院議員総選挙で25議席を獲得し、衆議院に初進出。その後の党人事で衆議院議員の竹入

義勝と矢野絢也がそれぞれ委員長と書記長に就任。党の比重を衆議院に重きを置くようになる。

1968年

7月7日 第8回参議院議員通常選挙で12名が当選、3議席増の23議席となるが、支持母体創価学会による集

団替え玉投票事件が起き学会員14名が逮捕されるなど社会問題化する。

詳細は「新宿替え玉事件」を参照

1969年

12月 「言論出版妨害事件」を巡り、「政教一致」に対する社会的批判を受ける。

詳細は「言論出版妨害事件」を参照

　　　公明党議員が創価学会員の中から選出されていることや全国の創価学会施設で選挙活動が行われてたり、

池田によって公明党党首が選出されていたなどの点である。

12月27日 第32回衆議院議員総選挙では47議席を獲得、民社党を抜き、社会党に次ぐ野党第2党に。

1970年

5月3日 日本大学講堂における創価学会第33回本部総会において池田が「言論出版妨害事件」について謝

罪させられる。「国立戒壇」の教義の撤回、創価学会と公明党の役職の分離などを表明

[8]

。「宗教法人創価

学会文化部」としての公明党はここで幕を閉じる。

矢野が社会党書記長の江田三郎、民社党書記長の佐々木良作らと共に、社公民連合政権構想による『新し

い日本を作る会』を結成。

1971年

6月27日 第9回参議院議員通常選挙において10人当選。参議院の議席数は1議席減の22議席に。

第一次訪中団を派遣

[8]

。日中復交五原則を提案。

1972年

6月 竹入を団長とする訪朝団が朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）を訪問。北朝鮮の金日成国家主席との

共同声明で、主体思想（チュチェ思想）を指針として、社会主義建設で大きな進歩をとげたことを賛美

[9]

。

1973年

3月 竹入が東京都知事美濃部亮吉と会談し、都議会における与党入りに合意

[8]

。

9月 「中道革新連合政権構想」を発表、「日米安保即時廃棄」に路線転換

[8]

。

1974年

第10回参議院議員通常選挙において14人が当選、参議院の議席数は24議席に。

10月 創価学会と日本共産党の間で「創共協定」が締結。

1977年

第10回参議院議員通常選挙において14人当選。議席は25議席に。

1979年

民社党との公民連合政権構想に合意。

10月の衆院選において、公明党は57議席を獲得「日本社会党」、「民社党」、「連合の会」、新自由クラブの4
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党と選挙協力し、自民党を過半数割れに追い込む。

12月 民社党と「中道連合政権構想」で合意

[8]

。

1980年

1月 社会党と「連合政権構想」で合意

[8]

。

6月22日 ハプニング解散によって初の衆参同日選挙が実施。選挙期間中に大平正芳総理が逝去、自民党

が分裂ムードから融和ムードへと変わったことから参議院においては12人が当選、参議院の議席数は26議

席になったが衆議院では男子部、壮年部が推奨する自公民路線と女子部、婦人部が推奨する社公民路線と

の内部対立から票が伸び悩み57議席から33議席へと議席を減らす惨敗を喫した。

1981年

8月25日〜8月9日 竹入を団長とする代表団が大韓民国を初訪問。大統領全斗煥をはじめ政府首脳と会談。

1981年

12月 「日米安保存続」と「自衛隊の条件付合憲」に政策転換

[8]

。

1983年

6月22日第13回参議院議員通常選挙において14人が当選。参議院の議席数は27議席に。

12月18日 第37回衆議院議員総選挙では58議席を獲得。

1984年

10月 自民党総裁選挙における二階堂進擁立に矢野らが協力

[8]

。

詳細は「二階堂擁立構想」を参照

1986年

再び衆参同日選挙となる。第14回参議院議員通常選挙において10人当選。参議院の議席数は3議席減の

24議席に。第38回衆議院議員総選挙でも2議席減の56議席に。

12月 委員長に矢野絢也、書記長に大久保直彦が就任

[8]

。

1989年

委員長に石田幸四郎、書記長に市川雄一が就任

[8]

。第15回参議院議員通常選挙では自民党への逆風によ

る批判票が社会党1党のみへ流れた為獲得議席は10議席。参議院全体で3議席減の21議席と議席を減らし

たが選挙直後の総理大臣指名選では参院での決選投票で公明党は社会党委員長土井たか子を支持し自

民党総裁海部俊樹を破る

[10]

。

1990年

第39回衆議院議員総選挙では再び自民党への逆風、批判票が社会党1党のみへ流れた為公明党は45議席

へと議席を減らす。

4月 「4野党連合政権協議」を凍結

[8]

。

1991年

2月 湾岸戦争に対する90億ドルの追加支援に賛成

[8]

。

4月 1991年東京都知事選挙において、自民党と共に磯村尚徳を擁立したが、自民党都連が推した現職の鈴

木俊一に敗北

[8]

。

1992年

6月 PKO協力法成立に協力

[8]

。

7月 第16回参議院議員通常選挙において一部の選挙区で初めて自民党と選挙協力を行なう。また議席は24
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議席へ。

1993年

8月 細川護熙日本新党党首を首班とした非自民・非共産連立政権である細川連立政権に参画し4人が入

閣。

1994年

4月 羽田孜前副総理を首班とした非自民・非社会・非共産の羽田連立政権に5人が入閣。

6月 総理大臣指名選で海部俊樹支持も社会党委員長村山富市に敗北。村山内閣（自社さ連立政権）の成立

により野党に転落。

12月4日 参議院特別委員会に創価学会第5代会長の秋谷栄之助が参考人として出席。「政治に大衆の声を

反映していく政治の実現を願って公明党の支援をして来た」、「政党が政権を目指すというのは当然のこと」、

「政治によって何か利益を得るとか政治の力を借りて布教をするとか、自分達の宗教を国教化しようなどとい

うことは毛頭考えていない」などと述べる

[11]

。

12月5日 「公明党」を解散し、政党助成法に基き「公明新党」と「公明」に分党。

12月10日 公明新党が新進党へ合流。

1995年

1995年東京都知事選挙で石原信雄を与野党相乗りで推薦したが青島幸男に敗北、同日に行われた大阪府

知事選挙でも推薦候補が横山ノックに敗北

7月23日 第17回参議院議員通常選挙で新進党として初選挙に臨む。新進党は比例区第1党になり比例区で

新進党は18人当選。選挙区でも躍進し自民党の単独過半数を阻止。

1996年

1月18日 自民党が運動方針の中に、「いま、わが国の政治にとって最も憂うべきは、宗教団体・創価学会が

新進党という政党の皮をかぶって国民を欺き、政治の権力を握ろうと画策していることである」という内容を

盛り込む

[12]

。

10月20日史上初の小選挙区比例代表並立制による第41回衆議院議員総選挙で新進党は議席を減らし政権

交代に失敗、最大の敗因は（池田大作レイプ訴訟に関して池田を証人喚問しようとした）自民党総務局長白

川勝彦と自民党組織広報本部長亀井静香による政教分離・反創価学会キャンペーン、旧民主党結党による

非自民・非共産の票割れ。しかし幾つかの選挙区で「小選挙区は人物本位」の方針により公明、創価学会は

自民党候補を支援したことが明らかになる。

1997年

5月 公明党議員らが新進党内に党内グループ「公友会」を設立

[13]

。

12月27日 新進党両院議員総会で分党が決定。

1998年

1月4日 新進党から分党して新党平和、黎明クラブ（参議院議員が所属）が発足した。

1月6日 新進党の存続政党・小沢自由党に公明系から8人が参加

1月18日 公明が黎明クラブと合併し、参議院は公明に一本化される。

7月12日 第18回参議院議員通常選挙において9人が当選。議席数は前回と同数の22議席に。直後の総理

大臣指名選で菅直人初代民主党代表を支持し参議院では小渕恵三自民党総裁を破る

11月7日 「公明」と「新党平和」が合流し小沢自由党結党参加の議員も加わり「公明党」を再結成

沖縄県知事選挙で自民党推薦の新人稲嶺恵一を推薦し、現職大田昌秀を破る。

1999年

1999年東京都知事選挙で自民党が擁立した明石康を小沢自由党都連と共に推薦も石原慎太郎に完敗。

10月5日 自民党と自由党の連立政権に加わり、自自公連立政権（小渕内閣 (第2次改造)）が成立。続訓弘が

初入閣

2000年
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4月1日 連立離脱の小沢自由党から保守党が分裂し、自公保連立政権となる。また同日小渕が病に倒れる。

4月5日 森内閣が成立。

6月25日 第42回衆議院議員総選挙で初めて与党側として選挙に臨む。議席は31議席と大きく減らしたが連

立政権の過半数は維持

2001年

1月6日中央省庁再編で省庁が減少。坂口力が厚生労働大臣に就任

4月26日 第1次小泉内閣成立。

7月29日 第19回参議院議員通常選挙では圧倒的な小泉フィーバーの中で議席を1議席増やす。

2003年

11月 第43回衆議院議員総選挙で初の「マニフェスト」を発表。議席は34議席となる。

11月19日 保守新党解散に伴い麻生内閣まで自公連立政権となる。

2004年

第20回参議院議員通常選挙では11議席を獲得。議席は24議席となる

2005年

9月11日 第44回衆議院議員総選挙（郵政選挙）では自民党に圧倒的な追い風が吹くも連立を組む公明党へ

は追い風が吹かず、獲得は自民党の296議席に対し公明党は31議席と逆に議席を減らした。

2006年

9月22日 首相就任直前の安倍晋三が池田と極秘裏に東京都内の創価学会の施設で会談し、次回の参院選

での公明党や創価学会の協力を要請し、池田は協力を約束したと日経・毎日・朝日・読売の各紙、『週刊文

春』が詳細を報じた。

10月11日公明党代表太田昭宏は、安倍と池田との会談について「全く承知していない」と語り、安倍は国会

で池田との面会の事実を全面否定した。

[14][15]

。

9月26日 安倍内閣成立。

9月30日 第6回公明党全国大会において、公明党代表に太田昭宏が無投票当選、幹事長に北側一雄が就

任。

2007年

2月9日 公費を使って海外を視察した公明党福岡市議団が、大半の文章をウェブサイトから盗作して視察報

告書を作成し提出していたことが発覚

[16]

、公明党福岡市議団は報告書を翌月再提出し公費負担の視察の

自粛を表明。

7月29日 第21回参議院議員通常選挙では公明党も自民党批判の逆風の影響を受け票が伸びず選挙区で

の落選を含め当選は9議席と惨敗。議席は20議席となる

[17]

9月26日 福田康夫内閣成立。

2008年

1月13日 太田が第44回衆議院議員総選挙にて選挙カーの給油量を水増しして申請し東京都選挙管理委員

会から燃料代を不正に受け取っていたと報じられる

[18]

、翌日、太田が事実を認め謝罪

[19]

。

9月16日 公明党代表選で太田が無投票で再選

[20]

。

9月24日 麻生内閣成立。

2009年

8月30日 第45回衆議院議員総選挙では、民主党による政権交代の風を受けて、代表の太田昭宏、幹事長

の北側一雄など選挙区候補の8人が全員落選、衆議院進出以来最低の21議席の惨敗となった。連立を組む

自民党も119議席と大敗。

9月8日 臨時全国代表者会議で山口那津男の新代表就任を決定。新幹事長に井上義久を指名した。

9月16日 民主党中心の民社国連立政権が誕生し、9年間続いた政権与党から下野。自公連立を解消。
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2010年

7月11日 第22回参議院議員通常選挙では9人が当選。議席は2議席減の19となり当選人数、比例での得票

数も民主党、自民党、みんなの党に次ぐ4番手に後退。しかし山口と谷垣禎一総裁率いる最大野党・自民党

との選挙協力が実り連立与党の過半数は阻止。

2012年

6月15日 公明党が議員立法として提出した違法ダウンロードへの刑事罰導入を盛り込んだ著作権法改正案

（親告罪適用）が可決

[21]

。

6月18日 民主・自民との消費税増税を基本とした三党合意を党として了承

[22]

。

12月16日 第46回衆議院議員総選挙で31議席を獲得。

2013年

7月21日 第23回参議院議員通常選挙で11議席を獲得。非改選議席を含めると20議席となった。

2014年

6月24日 憲法解釈変更による集団的自衛権の行使を限定容認。

9月21日 党全国大会で党の執行体制、議決体制を明確化。中央幹事会と常任役員会の役割を立て分け、中

央幹事会を常設の議決機関に、常任役員会を最高執行機関にそれぞれ変更した

[23]

。

組織

最高議決機関は党大会で代表を選出し、活動方針、重要政策、綱領及び規約の改正、予算決算など重要案

件を決定する。大会が開かれていない間は代表者会議が大会の権限を代行する。国会議員は両院議員総

会を作る。党の最高執行機関は中央幹事会で、代表、副代表、幹事長を置く。代表以外の主要役員は代表

が指名してから大会の承認を得ることになっており、より下級の役員は上からの指名によるので、規約上は

代表の権限が強い。

「言論出版妨害事件」以降、党組織の一定の改革もなされ、中央幹部会を議決機関の中央委員会と執行機

関の中央執行委員会への分離と党大会代議員の下部からの選出等が行われた。

党員

1970年（昭和45年）以前の創価学会文化部時代は、学会員でなければ参加することはできなかったが、現在は学

会員以外でも一般党員として入党することが出来る。18歳以上の者であればその国籍は問わない。

入党の手続きは地元の党所属議員を経由する方法の他、創価学会員であれば支部・地区・区本部といった末端組

織を通じて紹介を受けることが出来る。

党費は年額3000円だが、党費支払いの他に日刊『公明新聞』と月刊『公明』の2つの機関紙誌を購読することが規

約7条で義務付けられている

[24]

。同様に複数の公式出版物を持っている他政党と比べても締め付けが強い。

「しんぶん赤旗#日本共産党員としんぶん赤旗」も参照

なお公明新聞、月刊公明の配達と集金は聖教新聞販売店に委託されており、聖教新聞と公明新聞の両方を取って

いる党員には、それぞれ別々の領収証が発行される。

詳細は「聖教新聞#販売店」および「しんぶん赤旗#購読者≠支持者」を参照

本部

党本部は東京都新宿区南元町の公明会館にあり、各方面・各都道府県に県本部などを持つ。

人事
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2年に一度開催される全国大会で、代議員によって公明党代表が選出されることになっているが、結党以来、

委員長・代表などの交代の際に対立候補が出たことはこれまで一度もない

[25]

。選出された代表が幹事長、

代表代行、副代表などを指名。党本部の役員その他の人事については、中央幹事会で決定・承認される。

党の内規では「任期中に66歳を迎えない」ことを選挙における公認条件としており、事実上の定年制を設け

ている。しかし、過去に幹部を務めた議員を例外扱いしており、有名無実化している。

創設者・池田大作はこれまで、党役員はもとより党員にもなったことはない

[26]

。

北側一雄や池坊保子など数名存在したものの、自民党や民主党に比べると世襲議員の割合は少ない。な

お、北側、池坊に関しても、親が政治家であっただけであり、自民党や民主党に見られる選挙区の地盤を世

襲してはいない。

政策

憲法

池田大作が1999年に提言した「首相公選制」を2001年の参議院選挙の公約に盛り込むことを内定していた

が、内閣法制局が憲法改正を必要との見解を示したことを受けて見送った

[27]

。

憲法改正論議について、党内には改正論と慎重論の2つがあり、最終的に党がまとめた案は自民党や民主

党とは違い憲法9条は1項・2項とも堅持し、その上で第3項を加えるという「
加憲

」という独自の立場である。こ

れは支持母体創価学会の初代会長牧口常三郎と第2代会長戸田城聖が治安維持法で逮捕され、牧口が獄

死した過去があるためとされる

[28]

。

安全保障

日米安全保障条約をめぐっては、公明党結成時の1964年においては「発展的解消」を主張。昭和40年代に

は「段階的解消」「早期解消」を主張。「創共協定」締結直前の1974年1月の中央委員会では「即時解消」を主

張した。「創共協定」が党内の反対を受けて空文化し始めた1975年10月には事実上の存続を認める「合意廃

棄」と軟化し、1981年1月の公明党大会で、日米安保、自衛隊、原子力発電を容認することを表明した

[26]

。

イラク戦争では自衛隊イラク派遣に賛成、2007年6月には改正イラク特措法（期限を2年間延長）の成立にも

賛成した。なお、イラク戦争の開戦理由となった大量破壊兵器が存在せず、アルカーイダとフセイン政権（当

時）が無関係とアメリカ自身の調査で証明されたものの、イラク戦争は（開戦当時の判断としては）やむをえな

かったとしている。

2007年3月、太田昭宏は憲法改正について「自民党の改正案は集団的自衛権の行使を認めることが裏にあ

るが、われわれは集団的自衛権を認めない」と強調した。

2008年1月、衆議院の再議決を経て成立したアフガニスタン駐留米軍への自衛隊による給油支援を定めたテ

ロ対策海上阻止活動に対する補給支援活動の実施に関する特別措置法（補給支援特措法）に賛成。

2012年12月、自衛隊を国防軍に変更するという安倍晋三の発言に対し反対の立場を示す。

2014年6月、自民党との与党協議の結果、日本国憲法の解釈を変更し、他国を武力で守る効果を持つ集団

的自衛権の行使を限定容認することで大筋合意した

[29]

。ただし、山口那津男は「新しい3要件で自衛権の行

使の範囲を厳格にして歯止めをかけた」「他国を防衛すること自体を目的にする、いわゆる集団的自衛権は

認めないことが今回の閣議決定」と説明している

[30]

。なお、公明党本部前で集団的自衛権行使容認反対デ

モが発生したこともある

[31]

。

治安

共謀罪法案成立に賛成の立場をとる。2006年5月19日、自民党と共に衆議院法務委員会で共謀罪法案を強

行採決する姿勢を見せていたが、採決は見送られた。

2005年に韓国人への観光ビザ免除恒久化を実現し、現在は全ての中国人への観光ビザ免除恒久化を目指

している。

2013年12月、特定秘密保護法に賛成。

外交

国内の政党ではいち早く北朝鮮に訪朝団を派遣している。1972年には当時の国家主席金日成と会談。当時

は、北朝鮮の人権弾圧政策『主体思想』を全面的に賛美していた

[32]

。

日韓関係の発展を目指しており、日本が韓国と領有権問題で対立している竹島に関しては、軋轢を避けるこ

とを重視している。また、浜四津敏子は在日韓国人中央本部新年会の来賓挨拶において「韓国・中国は日本
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にとって文化大恩の国、お兄さんお姉さんの関係にある」と発言した。

日中善隣友好協力関係の発展を重視しており、日中関係は最も重要な2国間関係であるとしている

[33]

。

福祉

結党以来、福祉に力を入れてきた側面があり「福祉の党」と呼ばれることもある。

1999年、小渕内閣に「地域振興券」の発行を強く迫り実現させるが、問題点も多く、一部メディアからは地域

振興券は「公明党の失政」と評価された。ただし、一部商店街の振興組合理事長などは「（地域振興券は）経

済効果が抜群だった。もう一度やってもらいたい」と主張しており、評価は分かれている

[34]

。

2003年、党のマニフェストで、少子高齢化が進んでも現役世代の平均収入の50%以上を保証する「年金100年

安心プラン」を発表する。

2005年、自民党とともに、介助や援助を必要としている障害者に対して、福祉サービス利用料として一律1割

の負担を求める障害者自立支援法を成立させる。

2010年7月に行われる予定の参院選に向けて発表したマニフェストで、うつ病や児童虐待など、日本が抱え

る新しい福祉問題（「新しい福祉」）の解決に重点的に取り組む姿勢を見せている。また、民間・公共住宅の

空家をリフォーム、非正規労働者や年金生活者などの住宅困窮者に低家賃で提供する「セーフティネット住

宅100万戸供給作戦」の実施を明言している

[35]

。

地方行政においては公明党が与党入りすることも珍しくないため、支援者のために生活保護の受給を行うよ

う市の職員に要請することも多い。2004年、宮城県多賀城市議会議員根本朝栄が自身の母親の生活保護

申請を行うため市職員に圧力をかけたという疑惑が浮かび、多賀城市では該当者の生活保護受給を打ち切

り、根本市議や親族に対して受給された生活保護の返還命令を出したという事例が存在する

[36]

男女共同参画

男女共同参画を強く推進している。内閣府男女共同参画局や各自治体の男女共同参画課の施策に対して、予算

を獲得することに主導的な役割を果たしており、政権時には男女共同参画関連予算増額などを求めていた

[37]

。ま

た政策においても、夫婦の各個人の姓を同じ姓にするか改姓せずに済むようにするか選択出来るようにする選択

的夫婦別姓制度の法制化の推進を行っている

[38]

。

皇室

皇室典範の改正に積極的であり、2005年に小泉政権が国会で行った「皇室典範改正論議」に党として女系天皇の

即位を容認していた

[39]

。

行政

国と地方の公務員の1割削減や予算の重点化・効率化による公共事業費の縮減、国家公務員の天下り管

理、退職金の受給制限などを党としては提案していたが、自公連立政権で国土交通省大臣を務めた冬柴鐵

三は大臣時代、独立行政法人の改革を推進する自民党の渡辺喜美行政改革担当と意見が相違し対立、野

党や公明党内から冬柴に厳しい意見が出た

[40]

。

外国人参政権を与えることに賛成する

[41]

。

公明党は参議院の「法務委員長」のポストを40年以上に渡り独占している

[42][43]

。

税制

特別会計の廃止を含めた合理化を提唱

[44]

。

消費税増税に賛成の立場をとる

[22]

。

教育

教育基本法改正において、「愛国心」という言葉を盛り込むことに反対した。自民党案の「郷土と国を愛し」と

いう文言に対し「戦前の国粋主義を連想させる」と反対し、「郷土と国を大切にし」との表現を盛り込ませた。

人権
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人権擁護法案の制定に賛成。人権擁護委員には日本人だけでなく在日外国人も就任出来るよう要請してい

る。

選挙

55年体制時は支持母体の創価学会男子部・壮年部が自公民路線を、女子部・婦人部が社公民路線を推奨

し内部対立も存在した。新進党時代は公明党系議員が所属した新進党や新党平和、公明への投票を行っ

た。公明党再結党後は公明党へ一本化している。しかし公明党が候補者を出さない選挙区では実質的に自

主投票となる。

連立政権時代、自民党との選挙協力で、自民党の候補者が「比例は公明党へ」と呼びかけるという選挙戦術

を取ることもあったが、自民党内では一部幹部や支持者からの反発が起きた。

自公選挙協力の中、自民党候補者の後援会名簿が創価学会側に渡ったという事実が明るみとなり、自民党

選挙対策関係者や支持者はショックを受けたという

[45]

中選挙区制の復活を提唱していたが

[46]

、その後比例代表を重視した選挙制度に主張を変えている

[47]

。

結党以降、参議院選挙では一人区・二人区に候補者を擁立したことがない。

地方選挙ではそのほとんどが中選挙区制のため、公明党候補者の落選はほとんどない。

支持母体創価学会の会員による電話投票依頼（通称：F取り）や創価学会の会館を使用した政治活動は公職

選挙法に抵触するのではないかと国会で議論されたこともあるが、結論は出ていない。なお、電話投票依頼

にかかる通話料金や、候補者の選挙区へ出向き選挙運動をした際に発生した費用はすべて学会員の自己

負担である。通常選挙運動で発生した料金は候補者や政党が負担しており、立候補者や学会員の個人負担

にするのはおかしいのではと物議を醸している。

衆議院の比例代表に少数政党に有利な連用制の導入を強く求めているが、小選挙区に比重を置く民主党・

自民党が猛反発し、一部マスコミからも「連用制導入は公明党のための制度ではないのか」と批判された。

経済

2008年後半から深刻な状態になった日本経済に対して、ゼロ金利や量的緩和も視野に入れた金融政策や、

大規模な財政出動など政策を総動員していく必要性を強調した。

[48]

論議のある問題

創価学会との関係、政教分離問題

公明党の草創期はあくまで創価学会の所轄内にあったことや創価学会と一体となった活動がおこなわれた経緯か

ら、憲法に定めた「政教分離原則」に反し“公明党と創価学会は政教一致”という批判がマスコミや有権者から多く

あがった。1970年言論出版妨害事件に端を発した公明党と創価学会との制度的分離を明確化して以降（詳細は下

記参照）も、同様の批判は根強い、日本国憲法の定める「政教分離」とは、国家の宗教的中立性を定めたもので、

宗教団体の政治活動を否定したものではない、ということには留意を要する

[49]

。

政教分離を明言した1970年5月3日の池田の講演では、「創価学会の役職を兼任している公明党議員では創

価学会の役職は段階的にはずすなど、創価学会と公明党を制度の上で明確に分離していく」、「会員個人の

政党支持について、会員の自由意思には、全く干渉しない」、「選挙活動は党組織の仕事とし、創価学会は

支持団体として『地域ごとの応援』をする」ことなどの方針を明らかにした。同年の党大会では政教一致を意

味すると見られてきた「王仏冥合」という言葉を党綱領から削除した。しかし創価学会員による選挙違反の摘

発、逮捕がたびたび発覚していることから批判者の間では上記条項が守られていないのではという批判があ

る。

1993年、細川内閣発足前日に公明党が大臣ポストを獲得したと池田が発言したことで、池田が細川内閣の

人事に影響力を及ぼしているのではと国会で問題となる

[50]

。当時創価学会会長であった秋谷栄之助は国会

で、「当日の新聞の閣僚予想記事の内容を話したのであって、党から何か事前に連絡や相談があったので

はない」という旨の説明をした

[11]

。

公明党の元委員長の竹入義勝は1998年9月、『朝日新聞』に連載した回顧録、『秘話・55年体制のはざまで』

において、「公明党・創価学会の関係は環状線で互いに結ばれているのではなくて、一方的に発射される放

射線関係でしかなかったように思う。」、「委員長を引き受けるときから人事権は（創価）学会にあると、明確に

されていた」、「公明党は財政、組織の上で創価学会に従属していた。」などと述べた。この連載の直後、機関

紙「公明新聞」で『竹入義勝の謀略と欺瞞』と題する連載で反論と竹入批判を始めた。

羽田内閣で総務庁長官を務めていた公明党委員長の石田幸四郎は国会で、公明党の最高人事は池田の
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意向、指示で決まるのかとの質問に「公明党の人事は公明党でやっており、池田からの指示はない」「人事、

政策というのは党大会を通して決める」と答弁した

[51]

。

内閣法制局は「政教分離原則は宗教団体が政治的活動をすることを規制しているものではない」旨の答弁を

している

[52]

。

選挙期間になると、創価学会信者が組織的に選挙活動に動員され、創価学会の関連施設が活用されること

に対し、国会で幾度か問題視されたことがある

[53]

。

2007年10月16日の参議院予算委員会で、民主党の石井一議員が公明党と創価学会が表裏一体ではない

かと指摘、石井議員の発言では元公明党所属の議員から得た情報として国政選挙で公明党議員が当選し

た場合、衆議院議院は300万円、参議院議員は600万円の献金がなされると発言、その献金がどこへ入った

かは不明になっているとも指摘。公明党議員等からの創価学会への献金（P献金）や公明党の歴代の代表が

結党以来40年以上にわたり投票が行われず毎回無投票で決まっていたことについても言及。首相に意見を

求めたところ公明党議員が石井に詰め寄り国会審議や速記が数回にわたりストップする事態となる。また創

価学会の関連施設で法敵菅直人が来たなどという政治的活動が行われていたとも指摘。証拠となる録音

テープを予算委員長に提出した。代表で答弁した山口那津男議員は質問に抗議、冬柴大臣もは「P献金」「創

価学会関連施設での政治的活動」をともに否定した

[54]

。

2010年7月11日に放送された池上彰の選挙スペシャルでは支持母体、支援団体、組織票という観点から創

価学会と公明党について放送（自民党、民主党や国民新党の支持母体や組織票についても同時に放送）し

た。また池上は公明党山口代表への質問の中に「創価学会の中には管さん（首相）や仙谷さん（官房長官）

を嫌っている方がいるから民主党との連立を組むことはないのでは」と言及。山口代表は民主党との連携は

否定し「政治は政治として我々が分離して行っている」と発言。政教分離の原則を守っている旨を発言した。

2014年6月飯島勲内閣官房参与は、公明党と同党の支持母体である創価学会の関係が憲法の「政教分離

原則」に反しないとしてきた従来の政府見解について、「もし内閣が法制局の答弁を一気に変えた場合、（公

明党と創価学会は）『政教一致』が出てきてもおかしくない」と延べ従来の政府見解が変更される可能性に言

及した

[55]

。

創価学会員による選挙不正疑惑

支持母体創価学会の会員によって選挙の際、法律に抵触する問題行動が行われ、創価学会ではたびたび逮捕者

を出しており、国民やマスコミから批判を受けている。中には創価学会、公明党の幹部や名誉会長池田大作の指

示があったのではないかと疑われたものもある。一部を抜粋する。

投票干渉（誘導）

参議院比例区の投票が非拘束名簿方式になった2001年以降、創価学会員と見られる公明党支持者が検挙される

ケースが目立つ。主に判断能力が劣った認知症の高齢者などが狙われており、そのため容易に投票所へ連れて

行かれ（
連れ出し

）、投票が誘導させられている。公職選挙法の投票干渉の容疑で逮捕や書類送検をされている。

また、小選挙区で友党である自民党候補者に投票を誘導しているケースもある。

2001年の参議院選挙で創価学会は全国各地で逮捕者を出し、各地方新聞に掲載された

[56]

。佐賀新聞が報じた

ケースでは、逮捕された学会員が不在者投票所の入り口で『公明党の候補者名を書くように言ってある。メモを持

たせてある』などと佐賀市選挙管理委員会職員に直接話したのを佐賀警察署の署員が聞いていた事も明らかに

なっている。また埼玉新聞では逮捕された学会員は施設に勤める介護福祉士であり、投票を依頼されたのはその

施設の利用者という、完全なる「強者と弱者」の関係において実行されており、創価学会による卑劣極まりない組織

犯罪であると断罪している

[57]

。ただし、同容疑で自民党や民主党の支援者も同様の行為を行い逮捕者も出ている

[58]

。

2010年の参議院選挙で宮崎県で検挙されたケースにおいては、知人の複数の高齢者の手の平に「選挙区の自民

候補と比例代表の公明候補の名前をペンで書き投票を誘導した疑いが持たれている

[59]

。

2012年の第46回衆議院議員総選挙でも、愛媛県で「比例代表は公明党、選挙区は塩崎恭久氏（愛媛1区、自民

党）」というメモを判断能力に欠けた高齢女性（認知症患者）に持たせて投票させた容疑

[60]

で学会員が検挙され

た。また大阪府では、街頭で声をかけた20代の女性を期日前投票所まで一緒に連れて行き、比例代表で公明党に

投票するよう促した疑いが持たれている。さらに鹿児島県奄美市の略式起訴されたケースでは、介護施設の職員

が自身の入所者に対して「自民党の候補者の名刺に公明党と書いた紙片を付けて渡し、それぞれ選挙区と比例代

表に投票」させようとしていた疑いが持たれている

[61][62]

。
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しかしながら、このように表面化したケースは氷山の一角であると考えられている。信者が投票を指示したという具

体的な物的証拠が少なく、判断能力の低下した認知症などに罹患した高齢者が標的にされているケースも多く、犯

行の証言を得ることが難しいからである。投票所の監視を強化してもイタチごっこであると、警察など捜査関係者は

頭を悩ませている

[63]

。また警察内部や警察幹部に学会や公明党関係者が圧力をかけ池田大作や幹部まで捜査

の手が及ばないようになっていたり捜査自体が終了した事もある。1968年に起きた新宿替え玉事件では当時公明

党委員長だった竹入が警視庁に『共産党と本気で戦う我々を見殺しにすると、日本は大変なことになる』と訴えた。

その後検察庁からの捜査要請を警視庁が拒否するという形で捜査は終了し、事件拡大は防がれたという経緯が存

在、この竹入の対応を池田大作は「警察だって動かしているのは竹入、井上だよ。龍なんかおどすだけで味方にな

らない。竹入の一声だよ」と高く評価している点が挙げられる

[64]

。 また1965年の参院選で創価学会が大量の選挙

違反者を出した時にも、竹入は「このまま捜査を拡大させるようだと、警視庁の予算、とくに機動隊の予算を、大幅

に削るぞ」と警察首脳に脅しをかけ捜査を強制終了させ逮捕者を出さなかった経緯も存在する

[65]

。

電話による投票依頼

公明党は支持母体の創価学会が中心となり友人、知人に対し公明党への電話による投票依頼が行われている。こ

れは創価学会が政界へ進出してから行われており長い歴史がある。最近では携帯電話の普及もあり友人、知人へ

直接投票依頼が行われるようになった。この現象は「F取り」や「F作戦」（F＝friend）と呼ばれている。

実際には、電話による投票依頼は日本の政党すべてで行われている。創価学会と他の政党との違いは、他の政党

の投票依頼はアルバイトやボランティアが候補者の選挙事務所から行い、通信費用は候補者や政党が全額負担、

アルバイトには給与が出ているのに対し、創価学会の投票依頼は候補者から委託されたわけではなく、学会員が

各々の家庭や携帯電話から通話し通話費用も全額自己負担であるという点である。ただし、ボランティアが候補者

の選挙事務所から電話するケースもある。

大阪事件

1957年4月に参議院大阪地方区の補欠選挙が行われた際、創価学会員が大阪あいりん地区に住む日雇い労働者

達に候補者名の氏名の入ったタバコや現金を渡したとして幹部だった小泉隆、池田大作を含む創価学会員ら47人

が公職選挙法違反で逮捕され池田は無罪となったが45人に有罪判決が下された。有罪となった会員45名は戸田

会長の名で会員除名処分を受けた。

詳細は「大阪事件 (創価学会)」を参照

新宿替え玉事件

1968年に行われた参議院議員選挙で創価学会が不在者投票を悪用し本人になりすまし投票を行ったとされる選挙

違反事件。創価学会員14人が逮捕され、14人全員に有罪判決が下された

詳細は「新宿替え玉事件」を参照

投票所襲撃事件

1969年（昭和44年）7月に行われた東京都議会議員選挙において、学会員が投票時間が過ぎたため、投票不可を

選挙管理委員会から通達されたところ学会員が逆上、百数十人の学会員が投票所を取り囲んで襲撃、女性・高齢

者を含む投票立会人四人に集団暴行を加えて流血させた事件。学会員数名が自首し逮捕された。この事件の首

謀者として後の公明党書記長市川雄一の名が一部で挙がっている。また、1970年（昭和45年）5月、国会で公職選

挙法改正に関する調査特別委員会が行われ共産党の青柳盛雄が質問に立ち、この事件について内閣に意見を求

めている

[66]

詳細は「練馬区投票所襲撃事件」参照。

住民票異動疑惑

創価学会員が組織的に選挙前に住民票を異動し公明党候補へ投票しているという疑惑。古くは新宿替え玉事件で
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逮捕された学会員の供述から創価学会本部の指示で選挙前に意図的に住民票を異動したものがいるとの内容を

警察が得たことにある。また、1981年に行われた沖縄県那覇市市議会選挙では那覇市の選挙権を持った市民が

那覇市に在住しておらず居住実態がなかったことから調査が開始された。調査により浦添市民の学会員11名が選

挙前になると那覇市と浦添市の間で住民票の異動を繰り返していたが、実際那覇市には一度も居住していなかっ

たことが発覚、那覇市の選挙管理委員会は対象の学会員11名を選挙人名簿から削除した

[67]

。沖縄タイムス、琉球

新報は紙面で創価学会の行動を厳しく非難した

[68][69]

。

生活保護不正受給の口利き問題

生活保護の受給に関し公明党の市議やが口利きを行っていた事実がある。その中では不正受給も認定されてい

る。例として1999年5月から2003年6月にかけて公明党市議の母親が生活実態がないにもかかわらず、生活保護を

申請し生活保護費を不正に受給していた。本件では申請を行う際、公明党市議が自ら市職員に口利きを行ったこと

が確認され、受給後市の担当者が、公明党市議の母親の1年問の水道や電気の使用量を調べた結果、一般的な

一人暮らしの数か月分しかなかったため不正受給とみなし多賀城市議会は、公明党市議や親族に対して生活保護

を打ち切った上で、市議会において返還請求訴訟を起こすことを賛成多数で可決した

[70]

。全議員22名のうち反対

は公明党議員2名だけだった

[71]

。また週刊ポストの調査では公明党市議の母親は以前居住していた塩竈市でも同

様の手口で生活保護費を受給していた事が確認されたが受給された生活保護費がどのように使われたかは全く不

明としている。最後に決議に反対した公明党議員へ（党籍が同じというだけで）は返還請求訴訟に反対するのであ

れば公明党は党全体で生活保護の不正受給を容認していると締めくくられている

[72]

。

ある地方自治体議員は、取材で「生活保護に議員の口利きなど不正は付きものだ。多賀城市の件は氷山の一角に

すぎない」と指摘する。不正受給は詐欺罪になるが、現実には政治家の不当な行政への介入により、全国の自治

体で不正が幅広く行なわれているのが実態だ。まして騙し取られているのが国民の血税である以上、単に受給者

のモラルや行政の怠慢などで済ませられる問題でほない。と答えている

[73]

。

韓国大統領選挙介入疑惑

朝鮮日報社は「月刊朝鮮」において、1997年に行われた韓国大統領選挙前に候補者のウリ党金大中候補が日本

で秘密裏に公明党幹部と面会し、（日本の公明党の影響下にある）韓国創価学会から支持を得られるように依頼、

友人を通じて公明党幹部が了承したとされる事実があることを明かしている

[74]

。選挙は金候補がハンナラ党の李

会昌候補に約30万票の僅差で勝利したが、当時の韓国創価学会の有権者は60～80万人程であり創価学会の応

援要請が事実なら韓国大統領が日本の公明党の協力で誕生したことになると月刊朝鮮は締めくくっている。

66歳定年制

公明党は独自に66歳定年制度を導入、任期中に66歳を超える場合は党として公認しないというスタンスを取ってい

る。しかし、過去に重要ポストに就任した人間を例外として扱っているため制度が有名無実化しているとの指摘もあ

る。しかも、公明党が例外を認めているのはほぼ男性の国会議員のみであり公明党の女性国会議員は、池坊保子

を除き

[75]

、以前代表を務めた浜四津敏子をはじめ例外なく制度を順守し引退していることから創価学会婦人部、女

子部幹部からは男性のみ例外を認めているのは男尊女卑、女性蔑視ではないかとの指摘や批判がある。また、例

外を認めると若手政治家の育成が滞り党の規約が空洞化してしまうと公明党幹部からも危険性が指摘され66歳定

年制度の例外を認めないよう意見も出ているが執行部は特にコメントしていない。

公認料

通常政党からの公認で立候補をする場合、公認料は通常政党から立候補者へ支払われるものであるが公明党の

み立候補者が公明党に公認料を収めている。これは2007年10月16日参議院予算委員会で当時大臣であった冬柴

鉄三が民主党石井一の質問に対し「
立候補者は（公明）党に公認料として2カ月分の議員報酬を収めている

」と発

言したことから公になるが、国会の場で公認料のお金の流れ等は議論がなかった。実際、公職選挙法には公認料

についての記載はなく、公認料を政党から候補者へ渡しても、逆に候補者が政党へ収めても、法律上特に問題は

ない。
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マニフェストと実際の政策の矛盾

公明党は「福祉の党」を自負しており、子供、女性、高齢者、在日韓国・朝鮮人の福祉の充実に力を入れている。ま

た、環境対策もマニフェストの中に掲げている。ところが、新聞等の投書でもよく取り上げられる道路特定財源を福

祉に使うべきとの意見には公明党は腰が重い。それどころか、世界金融危機後の景気刺激策として自民党とともに

高速道路土休日1000円乗り放題を打ち出し2009年3月に決定したが、これは渋滞の激化を助長させ公共交通機関

からマイカーへのシフトを促しCO

2

排出を増大させる可能性のあるものであった。更に追加の景気対策として高速

道路建設拡大を打ち出しており更なるモータリゼーション進展を狙っている。それに対して、鉄道をはじめとする公

共交通機関の整備は党としては消極的で、女性専用車両の導入を推進したことくらいであり、今後の交通政策でも

党としては公共交通機関の整備が軽視された形になっており、子供や高齢者に多い交通弱者への配慮が欠けた

形となっている。これは連立を組んでいた自民党とのパイプ役に道路族のドン・古賀誠がいる事と、国土交通大臣

に北側一雄、冬柴鉄三を選出しておりその権益の為、国土交通省には口出ししにくい点が挙げられる。官僚の天下

りは『公明党』としては反対の姿勢を貫いているが閣僚だった冬柴鐵三から天下りを容認する意見が繰り返し出た

りしたため党の方針と閣僚の意見とが一致していないため矛盾との声があった。そのため衆議院の予算委員会で

同じ公明党の富田茂之議員が冬柴鐵三国土交通大臣（当時）へ「官僚の天下りに対して追及する民主党議員の行

動は正しい！」などと追及された。

[76]

現在は自民党とともに下野しており再び党として官僚の天下りは反対の姿勢

を貫いている。また、「ムダづかいの排除」もマニフェストに挙げているが、実際には前述の通り男女共同参画関係

には巨額の予算を費やしており、その証拠に全国各地にシティホテル顔負けの設備である男女共同参画センター

が相次いで建てられた（例：ウィルあいち（愛知県の男女共同参画センター）など）。マスメディアもそのムダづかい

については公明党に遠慮してかほとんど報じられることはない。また、自公政権後は地域振興券やフェミニズム関

連予算そして高速道路料金大幅引き下げなどバラマキ重視の姿勢、またこれらの政策を自民党に受け入れさせる

為のバーターとして自民党が進める公共工事を受け入れた結果

[77]

、国の借金は1998年の約408兆円に対して

2008年は約607兆円と約1.5倍にも膨れ上がった

[78]

。その一方で、サラリーマンへは上記の財源を確保するためか

冷遇路線が多く、健康保険の本人負担増（2割 → 3割）を実施させ、サラリーマンに対する増税への支持、さらには

ホワイトカラーエグゼンプションの支持

[79]

を表明してきた。また、過労死や自殺の問題についても経済問題から与

党経済政策への批判に跳ね返るのを恐れて公明党は大きくは取り上げなかった。そして女性を優遇し男性サラ

リーマンに対しては冷遇を続けてきた結果、ついに週刊現代2010年3月6日には「夫に早く死んでほしい妻たち」と

言った男性の人格を完全否定するような記事までが掲載された

[80]

。

池田大作に対する配慮

週刊実話によれば、創価学会名誉会長池田大作が日本国内の勲章をひとつも授与されていないことから、公明党

に所属した国会議員は党首経験者や閣僚経験者を理由に日本国内の勲章受賞リストに名前が挙がった段階で、

池田に配慮し自ら受賞を辞退するという慣習が存在していたという

[81]

。同様の内容は週刊新潮、週刊文春の週刊

誌に掲載されたことがある

[82]

。

ただし、公明党・創価学会と対立した場合は別で、委員長経験者である竹入義勝（1996年・旭日大綬章を受章）や

矢野絢也（2010年・旭日大綬章を受章）は受章している。週刊実話の記事はこの受賞に対し支持母体創価学会で

は「恩知らず」「裏切り者」という罵詈雑言が起こっていると掲載した。

公明党以外でも池田大作に対する配慮があり、1993年の細川連立政権では組閣前日に開かれた創価学会の総会

で池田大作が（公明党の）大臣ポストを予言したことから事前に政教一致問題として自民党から追及された経緯や

1997年の新進党解党の際、代表を務めた小沢一郎が池田に面会を求めた。また第一次安倍内閣では組閣前に安

倍晋三と池田大作の二者会談が行われたとの記事に対し国会で追及されるなど、与野党問わず一定の配慮が行

われている。

批判本の掲載について

2000年夏、東京都内の公明党所属の区議会議員が区議会において、公明党と創価学会の批判を載せている雑誌

の排除を要求していたことが明らかになり問題となる。大田区議会では2000年3月13日、田口仁議員が「週刊誌は

人のことを中傷している」、「私は不愉快だから何とかしてもらいたい」として「『週刊新潮』、『週刊文春』、『文藝春

秋』を大田区の全図書館から排除してもらいたい」と要求した

[83]

。中央区では、同年3月の区議会で、区立図書館
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に公明党と創価学会を批判した本が多数あることに言及し、図書の選定を問題にし、「図書館の職員の適切な人事

異動をしていただきたい」と要求した。4年前の1997年3月7日にも別の公明党の区議が区議会で「図書館、区の施

設、待合室、ロビーなどに置いてある暴力的、人権侵害の週刊誌はき然として排斥するべきだ」と求め、中央区は

出版社系雑誌の購入を止め、雑誌コーナーを廃止していた

[84][85][86]

。

政党交付金

2009年 - 26億1871万円

2010年 - 23億8900万円

2011年 - 22億7534万円

2012年 - 22億7916万円

主な支持・支援団体

創価学会
：政府は政教一致ではないという認識で一致している。歴代の内閣総理大臣も「宗教団体又は宗

教団体が事実上支配する団体が、政治的活動をすることをも排除している趣旨であるとは考えていない」

[87]

「政教分離は宗教法人の政治的活動を排除する趣旨でない」などと答弁している

[88]

が過去数度にわたり創

価学会員による大きな選挙違反事件『大阪事件_(創価学会)』や『新宿替え玉事件』が発生したことや選挙の

たびに行われる公明党への投票依頼行為（通称・F取り）や創価学会施設内で政治的活動を行っていると民

主党議員から指摘されていた

[89]

ことから創価学会に批判的な人間の間では『政教一致』という見方をされて

いる。

エピソード

公明党結成当時、自治省は違反行為をしないクリーンな選挙を「
公明選挙

」という言葉で呼びかけていたが、

公明党の結成によりこの言葉の使用を控えるようになったといういきさつがある。

結党の4年前の1960年に日米安保反対運動でデモ隊が国会を取り囲んだ際、首相の岸信介がすでに参議

院で議席を獲得していた学会の統率力に期待し池田にデモ隊の鎮圧を依頼した。これに対し池田は「大切な

学会員を犠牲にするわけにはいかない。権力の命令でわが学会が動く必要はない」と拒否した。

元警察庁長官で、その後政界入りした後藤田正晴は晩年の回顧録で警察官僚時代を振り返り社会党と民社

党は警察庁のマークの対象外だったとし「社会党ほどダラ幹（堕落した幹部）の党はない。民社党は記憶にな

い。あれは何をしておったのだろう。危ないと思うのは共産党と
公明党

だ。この国への忠誠心がない政党は

危ない。共産党は前から徹底的にマークしているからいいが、公明党はちょっと危ない」としていた。

党のホームページにおける「選挙速報」で、まず公明党候補者の当選を伝えた後、日本共産党の議席が増

加または現状維持の場合は何も触れずに前回選挙時との各党派別当選者を単に伝えるが、共産党の議席

が減少した場合は「共産は1議席減らした」「共産は議席を失った」、現状維持の場合にも共産党の得票数が

減った場合は「現状議席を確保したものの、票数を減らした」と伝える。同様のケースとして公明党に批判的

な政党が議席を失った際にも使われる。

その一方で、公明党候補者が選挙に立候補する際は、他のメディアが公明党候補者が有利な情勢を伝えて

いても、党のホームページでは「知名度不足で支持拡大が遅れている」「他陣営に遅れを取る」「かつてない

厳しい情勢となっている」などと敢えて不利な情勢を伝えている。これは、危機感を煽ることにより、組織を選

挙運動に駆り立てることが目的であると言われている。

役職

中央幹事会

詳細は「公明党中央幹事会」を参照

常任役員会

2014年9月21日現在
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代表
山口那津男

副代表

北側一雄

古屋範子

幹事長
井上義久

中央幹事会会長
漆原良夫

政策調査会長
石井啓一

参議院議員会長
魚住裕一郎

参議院幹事長
西田実仁

選挙対策委員長
斉藤鉄夫

国会対策委員長
大口善徳

機関紙委員長
新井秀男

総務委員長
佐近康昌

全国議員団会議

2014年9月21日現在

議長
太田昭宏

常任顧問・顧問

2014年10月15日現在

常任顧問
神崎武法

顧問

草川昭三

白浜一良

松あきら

特別顧問

市川雄一

坂口力

閣僚経験者

細川護煕内閣

郵政大臣：神崎武法

労働大臣：坂口力

総務庁長官：石田幸四郎

環境庁長官：広中和歌子

羽田孜内閣

運輸大臣：二見伸明

郵政大臣：日笠勝之

建設大臣：森本晃司

総務庁長官：石田幸四郎

科学技術庁長官：近江巳記夫

環境庁長官：浜四津敏子

小渕恵三内閣・第1次森喜朗内閣

総務庁長官：続訓弘

第2次森喜朗内閣

総務庁長官：続訓弘
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第2次森喜朗内閣改造内閣（中央省庁再編前）

厚生兼労働大臣：坂口力

第2次森喜朗内閣改造内閣（中央省庁再編後）・第1次小泉純一郎内閣

厚生労働大臣：坂口力

第1次小泉純一郎内閣第2次改造内閣

厚生労働大臣：坂口力

第2次小泉純一郎内閣

厚生労働大臣：坂口力

第2次小泉純一郎改造内閣・第3次小泉純一郎内閣

国土交通大臣：北側一雄

第3次小泉純一郎内閣改造内閣

国土交通大臣：北側一雄

安倍晋三内閣・福田康夫内閣

国土交通大臣：冬柴鐵三

福田康夫改造内閣・麻生太郎内閣

環境大臣：斉藤鉄夫

第2次安倍晋三内閣・第2次安倍晋三改造内閣

国土交通大臣：太田昭宏

党勢の推移

衆議院

選挙 当選/候補者 定数 備考

（結党時） 0/- 467

第31回総選挙 ○25/32 486

第32回総選挙 ○47/76 486

第33回総選挙 ●29/59 491

第34回総選挙 ○55/84 511 追加公認+1

第35回総選挙 ○57/64 511 追加公認+1

第36回総選挙 ●33/64 511 追加公認+1

第37回総選挙 ○58/59 511 追加公認+1

第38回総選挙 ●56/61 512 追加公認+1

第39回総選挙 ●45/58 512 追加公認+1

第40回総選挙 ○51/54 511 追加公認+1

第41回総選挙 ●42/51 500 新進党での選挙

第42回総選挙 ●31/74 480

第43回総選挙 ○34/55 480

第44回総選挙 ●31/52 480

第45回総選挙 ●21/51 480

第46回総選挙 ○31/54 480

参議院
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選挙 当選/候補者 非改選 定数 備考

第4回通常選挙 ○3/6 - 250

第5回通常選挙 ○6/6 3 250

第6回通常選挙 ○9/9 6 250

（結党時） 15/- - 250 公明党改称時

第7回通常選挙 ○11/14 9 250

第8回通常選挙 ○13/14 11 250

第9回通常選挙 ●10/10 13 252

第10回通常選挙 ○14/45 10 252

第11回通常選挙 ○14/15 11 252

第12回通常選挙 ○12/14 14 252 追加公認+1

第13回通常選挙 ○14/23 13 252

第14回通常選挙 ●10/21 14 252 追加公認+1

第15回通常選挙 ●10/22 11 252

第16回通常選挙 ○14/23 10 252

第17回通常選挙 ○13/0 11 252 （新進党57と統一会派で同改選期を議席維持）

第18回通常選挙 ●9/20 13 252 公明、追加公認+2

第19回通常選挙 ○13/22 10 247 （改革クラブ1と統一会派）

第20回通常選挙 ○11/20 13 242

第21回通常選挙 ●9/24 11 242 （後に繰り上げ当選により+1）

第22回通常選挙 ●9/24 11 242

第23回通常選挙 ○11/21 9 242

（参考文献：石川真澄（一部山口二郎による加筆）『戦後政治史』2004年8月、岩波書店・岩波新書、ISBN

4-00-430904-2）

当選者に追加公認は含まず。追加公認には会派に加わった無所属を含む。

第4回、5回参議院通常選挙は、結党前で創価学会組織内無所属の実績。

第6回参議院通常選挙は、「公明政治連盟」の実績。

第17回、18回参議院通常選挙は、「公明」の実績。

『戦後政治史』にない追加公認は2 国会議員会派別議員数の推移（召集日ベース） (http://www.shugiin.go.jp

/itdb_annai.nsf/html/statics/ugoki/h15ugoki/tokei/h15to02a.htm)（衆議院、2003年まで）1 各会派所属議員

数及び役員一覧 (http://www.shugiin.go.jp/itdb_annai.nsf/html/statics/ugoki/h17ugoki/09siryo

/H17kans01.htm)（衆議院、2005年）、（2） 参議院 (http://www.shugiin.go.jp/itdb_annai.nsf/html/statics

/ugoki/h14ugoki/h14tokei/h14to02b.htm)（2002年まで）（2） 参議院 (http://www.shugiin.go.jp/itdb_annai.nsf

/html/statics/ugoki/h16ugoki/08siryo/h16kans16.htm)（2004年まで）にある、選挙直後の国会召集日の会

派所属者数から判断した。ただし、第20回通常選挙直後の召集はない。

所属国会議員

「公明党国会議員一覧」を参照

地方政治

所属議員：2,956人（2014年現在）

[90]

都道府県議会：210人

政令市議会:199人

特別区議会：194人

一般市議会：1,924人
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町村議会：429人

推薦議員13人（2014年現在）

[90]

政党支部数:431（2014年現在）

政党収入額

2010年 - 212億6,127万円

脚注

^
 綱領　公明党綱領 (https://www.komei.or.jp/komei/platform/)1. 
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Komeito

The Komeito (公明党 Kōmeitō), formerly called New
Komeito, or NKP is a political party in Japan founded
by members of the Nichiren Buddhist organization Soka
Gakkai.*[6] The leadership and financing of the two
groups are currently self-proclaimed to be independent,
however an official 2008 Soka Gakkai International
(SGI) press release stated“official liaison meetings be-
tween NewKomeito and the Soka Gakkai are held at least
twice a year.”*[7]*[8] Also, the vast majority of party
members are also members of Soka Gakkai and many
Soka Gakkai members support NKP especially during
election campaigns.*[9]
The three kanji characters 公 明 党 have the ap-
proximate meanings of “public/government”(公 kō),
“light/brightness”(明 mei), and “political party”(党
tō). The combination“kōmei”(公明) is usually taken
to mean “justice or fairness”. The word “New”is
not a part of the Japanese name, but is used in English to
distinguish the party from its predecessor. The NKP was
formed as a result of a merger between Komeitō (1964-
1998) and the New Peace Party on November 7, 1998.
After the 2012 general election the party held 31 seats in
the lower house and 19 seats in the upper house.
In September 2014 the new group changed its name from
New Komeito to Komeito.*[10]

1 Platform

NKP's declared mission is to pioneer“people-centered
politics, a politics based on a humanitarianism that treats
human life with the utmost respect and care”.*[11] Do-
mestically, the party proposals include reduction of the
central government and bureaucracy, increased trans-
parency in public affairs, and increased local (prefectural)
autonomy with the private sector playing an increased
role. With regard to foreign policy, the NKP wishes to
eliminate nuclear arms and armed conflict in general. In
so doing, it hopes to bring about the “dawn of a new
civilization of mankind”. Although most of the NKP
politicians and core supporters are Soka Gakkai mem-
bers, NKP platform scarcely remarks on religious issues.

1.1 Party organ

The party organ of Komeitō is the Komei Shinbun. It is
published by the staff of Soka Gakkai's Seikyo Shimbun,

and one of the stated purposes of the party organ is to
encourage readership of Seikyo Shimbun.*[12]

2 History

2.1 Predecessors

New Komeito's predecessor party Kōmeitō was formed
in 1954.
In 1957, a group of Young Men's Division members
campaigning for a Gakkai candidate in an Osaka Upper
House by-election were arrested for distributing money,
cigarettes, and caramels at supporters' residences, in vi-
olation of elections law, and on July 3 of that year, at
the beginning of an event memorialized as the“Osaka
Incident,”Ikeda Daisaku was arrested in Osaka. He was
taken into custody in his capacity as Sōka Gakkai's Youth
Division Chief of Staff for overseeing activities that con-
stituted violations of elections law. He spent two weeks
in jail and appeared in court forty-eight times before he
was cleared of all charges in January 1962.*[13]
In 1968, fourteen of its members were convicted of forg-
ing absentee ballots in Shinjuku, and eight were sen-
tenced to prison for electoral fraud. In the 1960s it was
widely criticized for violating the separation of church
and state, and in February 1970 all three major Japanese
newspapers printed editorials demanding that the party
reorganize. It eventually broke apart based on promises
to segregate from Soka Gakkai.*[14]*[15]*[16]
In the 1980s Akahata discovered that many Soka Gakkai
members were rewarding acquaintances with presents in
return for Komeito votes, and that Okinawa residents had
changed their addresses to elect Komeito politicians.*[17]
Kōmeitō joined the Hosokawa and Hata anti-LDP coali-
tion cabinets in 1993 and 1994. After the collapse of the
anti-LDP governments and the electoral and campaign
finance reforms of 1994, the Kōmeitō split in Decem-
ber 1994: The“New Kōmei Party”(公明新党 Kōmei
Shintō) joined the New Frontier Party (NFP) a few days
later in an attempt to unify the splintered opposition.*[18]
The other group, Kōmei (公明), continued to exist as a
separate party. After the dissolution of the NFP in De-
cember 1997, former Kōmeitō members from the NFP
founded two new groups: the“New Peace Party”(新党
平和 Shintō Heiwa) and the Reimei Club (黎明クラブ,
“Dawn Club”) in the House of Councillors, but some ex-
Kōmeitō politicians such as ShōzōAzuma followed Ichirō

1
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2 5 REFERENCES

Ozawa into the Liberal Party. The Reimei Club merged
into the New Peace Party a few weeks later in January
1998. Finally, in November 1998, Kōmei and New Peace
Party merged to re-establish Kōmeitō (referred to in En-
glish now as“New Komeito”– the party's name is just
Kōmeitō as before the 1994 split).
The Japan Echo alleged in 1999 that Soka Gakkai dis-
tributed fliers to local branches describing how to abuse
the jūminhyō residence registration system in order to
generate a large number of votes for Komeito candidates
in specific districts.*[19]

2.2 Current party

The current conservative, more moderate, party was
formed in 1998, in a merger of Kōmei and the New Peace
Party. It supported the ruling LDP (Liberal Democratic
Party), and did well in the 2000 and 2001 parliamentary
elections. “The LDP-Liberal coalition expanded to in-
clude the New Komeito Party in October 1999.”*[20]
New Komeito has been (and continues to be) a coalition
partner in the Government of Japan since 1999 (exclud-
ing 2009-2011 when the Democratic Party of Japan was
in power). As such, New Komeito supported a (tempo-
rary) change to Japan's“no-war constitution”in order
for Japan to support the 2003 invasion of Iraq.*[21]
In the 2003 and 2004 Diet elections, the NKP did
well, thanks to an extremely committed and well or-
ganized voter base coming from Soka Gakkai. The
party shares its support base with the LDP, made up of
white collar bureaucrats and rural populations, but also
gains support from religious leaders. However, on 27
July 2005, NKP's Secretary General said that his party
would consider forming a coalition government with the
DPJ (Democratic Party of Japan) if, in a snap election,
the DPJ gained a majority in the House of Representa-
tives. On 8 August 2005, then-Prime Minister of Japan
Junichiro Koizumi dissolved the Lower House and called
for a general election, due to the rejection of efforts to
privatize Japan Post. The incumbent LDP-New Komeito
coalition won a large majority in the 2005 general elec-
tion.
Natsuo Yamaguchi became the party's leader on 8
September 2009 after the party suffered a major defeat
in the Japanese general election, 2009 and became an op-
position party. New Komeito lost ten seats, including that
of party leader Akihiro Ota and general secretary Kazuo
Kitagawa. On 8 September 2009, Yamaguchi replaced
Ota as president of New Komeito.*[22] On 16 Decem-
ber 2012, general elections swept the LDP/New Komeito
coalition back into Government; former party chief Aki-
hiro Ota (Ohta) is currently Minister of Land, Infrastruc-
ture, Transport and Tourism.*[23]

2.3 Presidents of NKP
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• Clean Government Political Assembly

• Politics of Japan

• Japanese general election, 2003

• List of political parties in Japan

• Seikyo Shimbun
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